
（別記様式１　交付決定前着手承認通知書）
番　　号
年月日
　都道府県又は市町村等の長　殿
　内閣総理大臣
被災者支援総合交付金交付決定前着手承認通知書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　　　号で申請のあった被災者支援事業計画に基づく事業について、交付金交付決定前に事前着手することを承認したので通知する。
（別記様式２　交付申請書）
番　　号
年月日
　内 閣 総 理 大 臣　殿
都道府県又は市町村等の長
被災者支援総合交付金交付申請書
　被災者支援総合交付金に係る事業を実施したいので、交付金を交付されたく、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請する。
記
１　交付申請額
　　　　　　　　                         （単位：千円）
	 交付申請額

	


２　所要額調書（別表１）
３　所要額明細書（別表２）
（添付書類）　
（１）被災者支援事業計画（写）
（２）歳入歳出予算（見込）書抄本　
　（３）その他参考になる資料
（別記様式３　交付決定通知書）
番　　号
年月日
　　都道府県又は市町村等の長　殿
内閣総理大臣
被災者支援総合交付金交付決定通知書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　　　号で申請のあった令和○○年度被災者支援総合交付金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、同法第８条の規定により通知する。
記
１　交付決定額
　　　　　　　　                       　（単位：千円）
	 交付決定額

	


２　この交付決定の対象となる事業、その内容については、交付申請書記載のとおりとする。
３　実績報告については、被災者支援総合交付金交付要綱（復興庁）（以下「交付要綱」という。）　第17条によるものとする。
４　交付の条件は、交付要綱によるものとする。
５　この交付決定に対して不服のある場合における補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第９条第１項の規定による申請の取下げをすることのできる期間は、この交付決定通知書受領日から30日以内とする。
（別記様式４　内容変更承認申請書）
番　　　号
年　月　日
　内 閣 総 理 大 臣　殿
都道府県又は市町村等の長
被災者支援総合交付金交付決定内容変更承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　　　号で交付の決定を受けた令和○○年度被災者支援総合交付金について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第７条の規定により、下記のとおり内容を変更したいので、承認されるよう申請する。
記
１　交付決定額　　　　　　　　　　　　千円
２　変更後の額　　　　　　　　　　　　千円
３　変更増減額　　　　　　　　　　　　千円
４　変更の事由
５　変更後所要額調書（別表１）
６　変更後所要額明細書（別表２）
（添付書類）　
（１）変更後の被災者支援事業計画（写）
（２）交付決定通知書（写）

（３）歳入歳出予算（見込）書抄本　
　（４）その他参考になる資料
（別記様式５　内容変更承認通知書）
番　　　号
年　月　日
　　都道府県又は市町村等の長　殿
内閣総理大臣
被災者支援総合交付金交付決定内容変更承認通知書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　　号で申請のあった令和○○年度被災者支援総合交付金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第10条第１項の規定により、下記のとおり交付決定の内容を変更することに決定したので、同法第10条第４項の規定により通知する。
記
１　変更後交付決定額　　　　　　　　　 千円
　 　既交付決定額　　 　　　　　       千円
　 　変更増減額　　   　　　　　       千円
２　この交付決定の対象となる事業、その内容については、内容変更承認申請書記載のとおりとする。
３　上記のほか、実績報告、交付条件等は、従前の取扱いのとおりとする。
（別記様式６　申請取下書）
番　　　号
年　月　日
　内 閣 総 理 大 臣　殿
都道府県又は市町村等の長
被災者支援総合交付金申請取下書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　　　号で交付の申請を行った令和○○年度被災者支援総合交付金について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第９条第１項の規定により、下記の通り、申請を取り下げる。
記
１　申請を行った年月日
    令和　　年　　月　　日
２　申請を取下げる事由
（添付書類）　
（１）交付申請書（写）
（２）交付決定通知書（写）

（別記様式７　事業廃止承認申請書）
番　　　号
年　月　日
　内 閣 総 理 大 臣　殿
都道府県又は市町村等の長
被災者支援総合交付金事業廃止承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　　　号で交付の決定を受けた令和○○年度被災者支援総合交付金について、下記のとおり事業廃止したいので、承認されるよう申請する。
記
１　交付決定額　　　　　　　　　　　　千円
２　廃止の事由
（添付書類）交付決定通知書（写）
（別記様式８　事業遅延報告書）
番　　　号
年　月　日
　内 閣 総 理 大 臣　殿
都道府県又は市町村等の長
被災者支援総合交付金事業遅延報告書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　　　号で交付の決定を受けた事業について、予定の期間内に事業の完了ができなくなったため、下記のとおり報告する。
記
	事業名
	当初の完了
予定年月日
	変更後完了
予定年月日

	
	
	

	
	
	


　※事業遅延の事由については、別紙（任意様式）に理由書として作成し添付すること。
（別記様式９　概算払請求書）

概算払請求書

番 　　 号

年　月　日

内　閣　総　理　大　臣　殿

　都道府県又は市町村等の長
　令和○○年○月○日付○○第○○号で交付決定通知のあった令和○○年度被災者支援総合交付金について、下記により金○○円を概算払によって交付されたく請求する。

記

	事業名
	交付

金額
	既受領額
	
	今回請求額
	
	残高
	
	事業完了予定年月日
	備考

	
	円
	円
	％
	円
	％
	円
	％
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（別記様式10　実績報告書）
番　　号
年月日
　内 閣 総 理 大 臣　殿
都道府県又は市町村等の長
被災者支援総合交付金交付金実績報告書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　　　号により交付決定された被災者支援総合交付金の交付対象事業について、事業が完了したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30 年法律第179号）第14条の規定により、下記のとおり報告する。
記
１　交付金の実績
（単位：千円）    
	 交付決定額
	 交付金充当額
	 不用額

	
	
	


２　交付金精算書（別表１）
３　交付金精算額明細書（別表２）
（添付書類）
（１）歳入歳出決算（見込）書抄本
（２）その他参考となる書類
（別記様式11　交付額確定通知書）
番　　号
年月日
　都道府県又は市町村等の長　殿
　内閣総理大臣
被災者支援総合交付金交付額確定通知書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　　　号により交付決定された被災者支援総合交付金の交付対象事業に係る交付額について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定により、金　　　　　円に確定したので通知する。
（別記様式12　立入検査等職員身分証票）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表　　面
　　　　←　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９ｃｍ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→
	↑
　
６．５
ｃｍ
↓
	　　第　　　号
  　　　年　　月　　日発行
                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官　職　氏　　　　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日生
　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第23条第２項の規定による検査員の証
　　　　　年　　月　　日まで有効
                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内閣総理大臣　　　印


　　　　備考　用紙は厚紙白紙とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　裏　　面
	補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）抜粋
第23条　各省各庁の長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補助事業者等若しくは間接補助事業者等に対して報告をさせ、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。
２　前項の職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係者の要求があるときは、これを提示しなければならない。
３　第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。


（別記様式13　財産管理台帳）
取得財産等管理台帳（　　年度）
	区分
財産名
	規格
	数量
	単価
（円）
	金額
（円）
	取得
年月日
	耐用
年数
	保管（設置）
場所
	補助率
	処分
状況
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が被災者支援総合交付金交付要綱（復興庁）第25条第１項に定める財産処分制限価格以上の財産とする。
　　　２．数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。
　　　　　ただし、単価が異なる場合には区分して記載のこと。
　　　３．取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。
（別記様式14　取得財産等管理明細表）
取得財産等管理明細表（　　年度）
	区分
財産名
	規格
	数量
	単価
（円）
	金額
（円）
	取得
年月日
	耐用
年数
	保管（設置）
場所
	補助率
	処分
状況
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が被災者支援総合交付金交付要綱（復興庁）第25条第１項に定める財産処分制限価格以上の財産とする。
　　　２．数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。
　　　　　ただし、単価が異なる場合には区分して記載のこと。
　　　３．取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。

